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以上，社会福祉学部論集第 4号 (2008年 3月刊)所収
第5章法による雇用制度拡充前期 (1976年一 1986年)
法改正の背景
法の改正に当たっては身体障害者雇用審議会(当時)の， 1975年 12月 11日付け労働大臣
(当時)への答申をもとに政府が改正案を作成し， 1976年 4月21日第 77回通常国会へ提出，
国会で審議 ・可決され 5月28日公布， 10月1日から施行されたものである。はじめに改正に
至る背景について，第 3章を補足しながら確認するO
政府が法改正の必要性を認識するに至った第 1の点は，事業所における身体障害者の雇用率
が十分でないと判断したからである。例えば， 1975 (昭和 50)年 10月1日現在の民間事業所
における雇用率の状況は表 1のとおりである O 民間事業所の未達成率は 32.7%であり，法制
定以来 15年経過しても約三分のーの事業所が未達成であるという現状に対して改善の必要が
あったと考えられるO
表 1 民間事業所における雇用率の状況 (1975年 10月1日現在)
雇用 状況 達成状況
区 分
従業員数 身体障害者数 雇用率 法定雇用率達 法定雇用率未 未達成率
(人) (人) (%) 成事業所数 達成事業所数 (%) 
(除外労働者を除く) (所) (所)
純粋の民間事業所
10，12.439 138.065 1.36 24.929 12.119 32.7 
(雇用率 1.3%) 
特殊法人の事業所









表2 純粋の民間事業所における従業員規模別雇用率の状況 (1975年 10月 1日現在)
規 中真 事業所数 従業員数(除外労働 身体障害者数 雇用率 未達成事業所割合
(事業所) (所) 者を除く)(所) (人) (%) (%) 
7 ~ 9人 8，073 709，154 12，146 1.71 31.3 
100 ~ 299人 21.761 3，628，421 53，731 1.48 31.5 
300 ~ 499人 3，582 1，391，376 17，991 1.29 35.1 
500人以上 3，629 4，393，488 54，197 1.23 40.6 
ぷ仁〉1、 計 37，048 10，12，439 138，065 1.36 32.7 












48 25，563 14，249 
49 31，265 14，377 
50 34，499 15，056 











戦後我が国における障害者雇用対策の変遷と特徴 その 2 (杉原努)
例えば，七瀬 0995: 85)の指摘では， 1973年労働省職業安定局の実態調査によると， 18 
歳以上 65歳未満の身体障害者 884，000名のうち就業している身体障害者は 531，000名，就業率
は60.1%であった。それに比べ健常者の 18歳以上 65歳未満の就業率は 71.2%でそこに
11.1%の差があり，身体障害者の就業率は低く十分なものでない状況だった。障害の程度別で
見ると重度障害者の就業率は著しく低く，身体障害者の常用雇用の割合は 50%以下であり，















































1.9% I民間の事業所 1.5% 
l.8% I一定の特殊法人 1.8% 












害者法J(Severely Disabled Persons Act)を参考にしたことが考えられる。これは，パ卜
95 -
戦後我が国における障害者雇用対策の変遷と特徴 その 2 (杉原努)
































事業団が徴収するものとされ，その額は当時 1人に付き一月当たり 30，000円であ った。これ
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社会福祉学部論集第 5号 (2009年 3月)
そんな感じを持つんです」と，障害者が適応できないのは社会の側に準備が整っていないため
であることを指摘した。
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〔注〕
(1)この章における法とは， 1976 (昭和 51)年 5月28日法律第 36号として成立した，身体障害者雇
用促進法のことである。
( 2 )身体障害者雇用審議会の答申内容，参議院及び衆議院での審議日時や政府委員による法律案提案





( 4) Patricia Thornton and Neil Lunt. 松井亮輔監修 n8カ国における障害者雇用政策』 レビュー
No. 5， ドイツに関する説明による。
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